
単位：千円

国庫補助額 交付金 その他 一般財源

1
中小企業者事
業継続支援給
付金

商工貿易振
興課

①売上が減少した企業者の事業継続を支援
②③
　中小企業に400千円を給付（400千円×507件=202,800千
円）
　個人事業主に200千円を給付（200千円×891件＝178,200
千円）
  広報等事務経費　12,298千円
④中小企業基本法第2条の第1項に該当し、かつ、敦賀市内
に本社を有するもので、一定の売上減少（20％以上）が認め
られるもの

R2.4 R3.3 384,997 305,765 79,232

①中小企業：507件　202,800千円
　 個人事業主：891件　178,200千円
②売上が減少した企業等へ、事業の継続を
支援することができた。
③給付した企業等の事業継続の確認等

2
中小企業休業
等要請協力金

商工貿易振
興課

①県の休業等の要請に応じた中小企業者の事業継続を支
援
②福井県への負担金（負担割合　県2/3　市1/3）
③中小企業500千円×48件＝24,000千円
　中小企業（時短）250千円×58件＝14,500千円
　個人事業主200千円×192件＝38,400千円
　個人事業主（時短）100千円×161件＝16,100千円
　（24,000千円+14,500千円+38,400千円+16,100千円）
   ×1/3＝31,000千円
④福井県

R2.4 R2.9 31,000 31,000 0

①県の休業等の要請に応じた中小企業者
に支給する協力金の一部を負担
　負担額　31,000千円
②要請に応じた中小企業者への支援ができ
た。
③特になし

3
子育て世帯応
援手当支給費

児童家庭課

①緊急事態宣言の解除を受け、学校再開等のための準備及
び再感染拡大防止のための新しい生活様式への切替えに向
け、子育て世帯を支援
②③対象人数11,000人×20千円＝220,000千円
    広報等事務経費　3,111千円
④0歳から18歳（高校3年生相当）までの子ども
　（ただし、ひとり親世帯の子ども及び障がい児（者）は、20歳
に到達後の最初の年度末まで）

R2.5 R3.2 214,166 200,000 14,166

①支給者数：10,602人
　 支給金額：212,040千円
②子育て世帯の新しい生活様式への切り替
え等に向けた支援ができた。
③特になし

4
学校ICT環境
整備事業

学校教育課

①ICT教育の実現及び緊急時におけるICTを活用した学びを
保障できる環境を実現する。
②生徒用1人1台及び指導者用情報端末整備に係る経費
③必要額：94,860千円
　「3人に1台分」（地方単独事業）のうち未整備分
　単価45,000円×1,780台＝80,100千円
　指導者用　単価45,000円×328台＝14,760千円
④小学校12校、中学校5校

R2.6 R3.3 94,860 90,000 4,860

①iPad1,990台（＠45,000円）　89,550千円
　Chromebook118台（＠45,000円）　5,310千
円
②ICT教育に必要となる端末が整備できた。
③今後の利活用及び更新対応

5
避難所におけ
る感染拡大防
止対策事業

危機管理対
策課

①災害の発生に備え、新型コロナウイルス感染症対策に必
要な資機材を整備する。
②③不織布製立体間仕切りセット20（交換用の幕体、マットカ
バー等を含む）1,028千円、大型扇風機10台119千円
④避難所

R2.8 R2.9 1,098 1,000 98

①不織布製立体間仕切りセット（スプリトップ
ルーム）20セット（交換用を含む）　1,028千円
　大型扇風機10台　70千円
②災害の発生に備え、新型コロナウイルス
感染症対策に必要な資機材を充実できた。
③特になし
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6
公共交通感染
症対策事業費
補助金

生活安全課

①バスやタクシのーの抗菌加工等の対策を支援し、利用者
の安全・安心を高め、利用回復を図る。
②抗菌加工、運転席仕切りカーテン設置経費（補助率1/2）
③抗菌加工
　 バス27台：補助対象経費4,279千円×1/2＝2,139千円
   タクシー104台：補助対象経費5,950千円×1/2
　　　　　　　　　　　＝2,975千円
　仕切カーテン：補助対象経費528千円×1/2＝264千円
④バス、タクシー事業者

R2.8 R3.3 3,952 3,000 952

①バス・タクシーの抗菌加工等への支援を
行った。支援企業：5社　3,952千円
②抗菌加工等への支援により、市民や観光
客の安心安全を高め、公共交通等の利用回
復を図れた。
③特になし

7
敦賀ネットモー
ル整備事業費

ふるさと創
生課

①コロナ禍によるEC需要の増加等に対応するため、ネット
モールを構築し、市内商業店舗の情報発信及び販売促進を
図る。
②③ネットモールの構築及び高校生等モニターによる取材及
び情報発信に要する経費。委託料3,520千円
④市内商業店舗

R2.8 R3.3 3,520 3,000 520

①ネットモールの構築（実店舗63件、ECサイ
ト21件掲載）
②市内商業店舗等の紹介・高校生等による
モニタリング取材記事等の掲載を行い、市
内外に情報発信ができた。
③今後の更新や販売促進支援等

8
新しい生活様
式対応支援事
業費

商工貿易振
興課

①中小企業者等の感染拡大防止に対する取り組みを支援す
る。
②業種別ガイドライン等に基づく感染防止対策を実践に係る
経費
　ECサイト、キャッシュレス決済等の導入経費
　店舗外での事業を行うための整備費
③補助上限200千円（補助率2/3）
  20,549千円×1式（156件）＝20,549千円
　広報等諸経費　1,575千円
④市内に事業所を置く中小企業者等

R2.8 R3.3 21,170 20,000 1,170

①補助件数：153件
②市内事業者が、感染拡大防止に向けた新
しい生活様式を実施するために係る経費の
一部を支援できた。
③特になし

754,763 653,765 100,998合計


